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(百万円未満切捨て)

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期 49,251 12.5 9,283 39.2 10,182 38.2 7,506 44.9
2022年12月期 43,774 16.0 6,667 17.7 7,369 17.6 5,181 16.0

（注）包括利益 2023年12月期 8,796百万円 （41.7％） 2022年12月期 6,207百万円 （△7.1％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2023年12月期 357.91 － 9.3 10.9 18.8
2022年12月期 247.08 － 6.9 8.5 15.2

（参考）持分法投資損益 2023年12月期 304百万円 2022年12月期 158百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2023年12月期 96,612 84,524 87.4 4,027.70
2022年12月期 89,432 77,200 86.3 3,678.50

（参考）自己資本 2023年12月期 84,470百万円 2022年12月期 77,147百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2023年12月期 6,216 △2,693 △1,970 13,601
2022年12月期 5,625 △5,253 △1,388 11,773

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年12月期 － 0.00 － 70.00 70.00 1,468 28.3 2.0

2023年12月期 － 0.00 － 110.00 110.00 2,306 30.7 2.9

2024年12月期(予想) － 0.00 － 120.00 120.00 33.1

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 25,500 7.5 5,100 10.6 4,800 △10.1 3,500 △15.2 166.89

通期 54,000 9.6 10,900 17.4 10,500 3.1 7,600 1.2 362.38

１．2023年12月期の連結業績（2023年１月１日～2023年12月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2024年12月期の連結業績予想（2024年１月１日～2024年12月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年12月期 20,992,588株 2022年12月期 20,992,588株

②  期末自己株式数 2023年12月期 20,167株 2022年12月期 20,078株

③  期中平均株式数 2023年12月期 20,972,467株 2022年12月期 20,972,528株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2023年12月期 35,062 13.1 7,863 27.7 9,771 23.8 6,953 19.2
2022年12月期 30,988 16.8 6,157 59.2 7,895 62.4 5,835 65.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2023年12月期 331.54 －
2022年12月期 278.23 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年12月期 75,130 65,394 87.0 3,118.12

2022年12月期 69,160 59,804 86.5 2,851.59

（参考）自己資本 2023年12月期 65,394百万円 2022年12月期 59,804百万円

※　注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

新規  －社　（社名）－　、　除外  －社　（社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要

　2023年12月期の個別業績（2023年１月１日～2023年12月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士または監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、【添付資料】３ページ「１．経営成績等の概況」の「(4）今後の見通し」をご覧くださ

い。

（決算補足説明資料および決算説明会内容の入手方法）

当社は、2024年２月20日に証券アナリストおよび機関投資家向け決算説明会を開催する予定です。この説明会で配

布する決算説明資料については、同日TDnetにて開示するとともに、当社ウェブサイトに掲載する予定です。



１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………………………… 2

（１）当期の経営成績の概況 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）当期の財政状態の概況 …………………………………………………………………………………………… 2

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 ……………………………………………………………………………… 3

（４）今後の見通し ……………………………………………………………………………………………………… 3

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 3

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 4

３．連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………………… 5

（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………… 5

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………… 7

（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………… 9

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………… 11

（５）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………… 12

　（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………………… 12

　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） ……………………………………………………… 12

　（連結損益計算書関係） ………………………………………………………………………………………… 15

　（セグメント情報） ……………………………………………………………………………………………… 16

　（１株当たり情報） ……………………………………………………………………………………………… 21

　（重要な後発事象） ……………………………………………………………………………………………… 21

４．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 22

（１）品目別の受注及び販売状況 ……………………………………………………………………………………… 22

（２）概況 ………………………………………………………………………………………………………………… 23

○添付資料の目次

- 1 -

東洋炭素㈱（5310）2023年12月期決算短信



１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

当連結会計年度においては、世界景気は一部の地域において弱さが見られるものの、持ち直しの動きが見られまし

た。しかしながら、資源価格が高止まりしているほか、金融引き締めによる欧米の景気減速や米中両国による輸出規

制の影響が懸念される等、先行き不透明な状況が継続しました。

当企業グループを取り巻く事業環境は、エレクトロニクス分野では、上期好調だったシリコン半導体用途の需要 

が、第３四半期以降、調整色を強めたものの、SiC半導体用途の高い需要に支えられ順調に推移しました。また、モ

ビリティ分野においては、自動車産業の稼働回復を背景に、一般産業分野においては、企業の底堅い設備投資等を背

景に、それぞれ堅調に推移しました。

このような状況の中、当企業グループでは、中期経営計画における経営目標の達成に向け、外部環境の変化を機敏

に捉えた事業展開を推進するとともに、生産性向上によるコスト競争力の向上、技術革新に追随しうる新製品および

高付加価値製品の開発・増強に着手する等、顧客ニーズに真摯に向き合いながら、事業機会を着実に取り込むべく事

業を推進してまいりました。加えて、原燃料価格高騰の影響を軽減するべく採算性の確保・維持に向けた取り組みを

進めてまいりました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、カーボンブラシ製品の需要が減少したものの、円安の影響に加え、半導

体や冶金用途における堅調な需要に支えられ、売上高は49,251百万円（前期比12.5％増）となりました。利益につい

ては、価格転嫁や販売構成差等の影響で限界利益が増加したこと等により、営業利益9,283百万円（同39.2％増）、

経常利益10,182百万円（同38.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益7,506百万円（同44.9％増）となりまし

た。

セグメントごとの経営成績は以下のとおりです。(品目別の概況は「４．その他」をご参照ください。)

日本

半導体用は強い需要に支えられ前期を大きく上回り、機械用カーボン分野や工業炉用・連続鋳造用等の冶金用が堅

調に推移したこと等により、売上高は25,736百万円（前期比13.1％増）、営業利益は8,238百万円（同28.0％増）と

なりました。

米国

半導体用が好調に推移したほか、工業炉用を中心とした冶金用や放電加工電極が堅調に推移したこと等により、売

上高は4,187百万円（同23.8％増）となり、人件費等の固定費が増加したこと等により営業利益は43百万円（同

52.4％減）となりました。

欧州

カーボンブラシ製品の売上は前期並みの水準に留まったものの、主力の冶金用が好調に推移したことに加え、半導

体用が大幅に伸長したこと等により、売上高は4,881百万円（同31.6％増）、営業利益は42百万円（同18.5％増）と

なりました。

アジア

カーボンブラシ製品は顧客の生産調整の影響等により減少したものの、冶金用や半導体用の需要は堅調に推移しま

した。これらの結果、売上高は14,446百万円（同3.8％増）となり、営業利益はカーボンブラシ製品の販売減による

限界利益の減少や一部地域の需要減の影響等により966百万円（同10.2％減）となりました。

(2）当期の財政状態の概況

資産・負債および純資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,180百万円増加いたしました。これは主に現金及び預

金が305百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が888百万円増加、棚卸資産が3,390百万円増加、有形固定資産

が2,104百万円増加および投資その他の資産が638百万円増加したこと等によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ143百万円減少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が389百万円増

加および未払金が633百万円増加したものの、電子記録債務が172百万円減少、短期借入金が285百万円減少、前受金

の減少等により流動負債のその他が461百万円減少および長期リース債務の減少等により固定負債のその他が144百万

円減少したこと等によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,323百万円増加いたしました。これは主に利益剰余金が6,038百万円増加

および為替換算調整勘定が1,109百万円増加したこと等によるものであります。
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(3）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度に比べ1,828百万円増加

し、13,601百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は6,216百万円（前期比10.5％増）となりました。これは主に為替差益385百万円

（同18.8％増）、売上債権の増加額459百万円（同77.3％減）、棚卸資産の増加額2,883百万円（同47.2％増）、前渡

金の増加等によるその他の減少額692百万円（前期は1,131百万円の増加）および法人税等の支払額2,879百万円（前

期比70.1％増）等の資金の減少に対し、税金等調整前当期純利益10,317百万円（同41.4％増）および減価償却費

3,375百万円（同7.0％増）等の資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は2,693百万円（同48.7％減）となりました。これは主に定期預金の払戻による収

入8,018百万円（同3.8％増）等の資金の増加に対し、定期預金の預入による支出5,722百万円（同31.3％減）および

有形固定資産の取得による支出4,698百万円（同11.4％増）等の資金の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は1,970百万円（同41.9％増）となりました。これは主に短期借入金の純減額297百

万円（前期は101百万円の純増額）および配当金の支払額1,467百万円（前期比16.5％増）等の資金の減少によるもの

であります。

(4）今後の見通し

今後の国内外の経営環境につきましては、地政学リスクや米中貿易摩擦の影響が懸念される等、先行き不透明な状

況が続くものの、持ち直しの動きは継続するものと予想されます。

当企業グループを取り巻く事業環境におきましては、デジタル投資やカーボンニュートラル実現の動きが継続する

こと等により、エレクトロニクスやモビリティ、エネルギー等の産業を中心に、着実な需要が見込まれます。当企業

グループにおきましては、シリコン半導体用途の需要は力強さを欠くものの、SiC半導体用途における旺盛な需要が

継続するほか、冶金用等においても堅調な需要を見込んでおります。

このような状況のもと、当企業グループは、2030年経営Vision『「どこにもないものを、あるに」地球に優しい製

品と技術で世界No.1』のもと、外部環境の変化を機敏に捉え、顧客ニーズに真摯に向き合いながら、先を見据えた製

品・技術開発を通じて革新的なソリューションを提供するとともに、事業を通じた温室効果ガス排出量削減への貢献

をはじめとするサステナビリティの取り組みを益々加速することで、高い付加価値を創造し、中長期的な事業成長な

らびに企業価値向上を目指してまいります。

これらを踏まえ、次期業績の見通しにつきましては、売上高54,000百万円（前期比9.6％増）、営業利益10,900百

万円（同17.4％増）、経常利益10,500百万円（同3.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益7,600百万円（同

1.2％増）を見込んでおります。

なお、業績見通しの前提となる為替レートにつきましては、135円/US$、149円/EUR、19円/人民元を想定しており

ます。

(5）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

①基本方針

当社は、長期的な競争力の強化と企業価値の向上を目的として、戦略的に投資を行うとともに、各事業年度の経営

成績、将来の事業展開や経営基盤の強化に向けた資金需要等を総合的に勘案し、配当性向30％以上の安定した利益還

元を継続して行うことを基本方針としております。内部留保金につきましては、生産関連設備投資、新製品開発およ

び研究開発投資等に充当する所存であります。

②当期の配当

当期の配当につきましては、上記の方針ならびに当期経営成績を踏まえ、１株当たり40円増配の110円とさせてい

ただく予定であります。

③次期の配当

次期の配当につきましては、基本方針に則り、今後の成長に向けた設備投資計画を勘案しつつ、株主還元の向上を

鑑み、１株当たり10円増配の120円とさせていただく予定であります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当企業グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結

財務諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当連結会計年度
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,437 15,132

受取手形及び売掛金 16,606 17,494

有価証券 2,999 2,999

商品及び製品 8,121 9,440

仕掛品 7,127 8,145

原材料及び貯蔵品 3,167 4,220

その他 502 726

貸倒引当金 △101 △61

流動資産合計 53,861 58,099

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 24,010 24,553

減価償却累計額 △12,988 △13,846

建物及び構築物（純額） 11,022 10,706

機械装置及び運搬具 55,534 58,196

減価償却累計額 △45,540 △47,108

機械装置及び運搬具（純額） 9,993 11,087

土地 5,931 6,104

リース資産 1,592 1,693

減価償却累計額 △424 △544

リース資産（純額） 1,167 1,148

建設仮勘定 1,773 3,104

その他 5,489 5,711

減価償却累計額 △4,240 △4,619

その他（純額） 1,248 1,091

有形固定資産合計 31,138 33,243

無形固定資産 289 488

投資その他の資産

投資有価証券 350 503

繰延税金資産 1,490 1,491

退職給付に係る資産 566 685

その他 1,896 2,272

貸倒引当金 △160 △171

投資その他の資産合計 4,143 4,781

固定資産合計 35,571 38,513

資産合計 89,432 96,612

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当連結会計年度
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,328 2,718

電子記録債務 1,004 831

短期借入金 285 －

未払金 1,890 2,523

未払法人税等 1,734 1,675

賞与引当金 772 772

役員賞与引当金 113 32

その他 3,018 2,557

流動負債合計 11,147 11,111

固定負債

繰延税金負債 125 129

退職給付に係る負債 147 174

資産除去債務 272 278

その他 538 394

固定負債合計 1,084 976

負債合計 12,231 12,088

純資産の部

株主資本

資本金 7,947 7,947

資本剰余金 9,609 9,609

利益剰余金 55,672 61,710

自己株式 △60 △61

株主資本合計 73,168 79,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117 222

為替換算調整勘定 3,944 5,053

退職給付に係る調整累計額 △83 △11

その他の包括利益累計額合計 3,978 5,264

非支配株主持分 53 53

純資産合計 77,200 84,524

負債純資産合計 89,432 96,612
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日

　至　2023年12月31日)

売上高 43,774 49,251

売上原価 29,346 31,528

売上総利益 14,427 17,722

販売費及び一般管理費 7,759 8,439

営業利益 6,667 9,283

営業外収益

受取利息 92 90

受取配当金 67 69

為替差益 282 361

持分法による投資利益 158 304

売電収入 42 38

その他 127 86

営業外収益合計 770 952

営業外費用

支払利息 33 25

減価償却費 16 16

受託研究費用 9 －

その他 8 10

営業外費用合計 68 52

経常利益 7,369 10,182

特別利益

固定資産売却益 11 87

投資有価証券売却益 1 －

補助金収入 42 382

受取和解金 73 －

特別利益合計 129 470

特別損失

固定資産売却損 1 0

固定資産除却損 112 215

減損損失 － ※１ 120

操業停止による損失 ※２ 87 －

特別損失合計 200 336

税金等調整前当期純利益 7,298 10,317

法人税、住民税及び事業税 2,503 2,849

法人税等調整額 △391 △40

法人税等合計 2,112 2,809

当期純利益 5,186 7,507

非支配株主に帰属する当期純利益 4 0

親会社株主に帰属する当期純利益 5,181 7,506

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

- 7 -

東洋炭素㈱（5310）2023年12月期決算短信



（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日

　至　2023年12月31日)

当期純利益 5,186 7,507

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △42 104

為替換算調整勘定 1,065 1,058

退職給付に係る調整額 △49 71

持分法適用会社に対する持分相当額 47 54

その他の包括利益合計 1,021 1,289

包括利益 6,207 8,796

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 6,201 8,791

非支配株主に係る包括利益 6 4

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,947 9,609 51,748 △60 69,245

当期変動額

剰余金の配当 △1,258 △1,258

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,181 5,181

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 3,923 △0 3,923

当期末残高 7,947 9,609 55,672 △60 73,168

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 159 2,833 △33 2,959 52 72,256

当期変動額

剰余金の配当 △1,258

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,181

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△42 1,111 △49 1,019 1 1,021

当期変動額合計 △42 1,111 △49 1,019 1 4,944

当期末残高 117 3,944 △83 3,978 53 77,200

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,947 9,609 55,672 △60 73,168

当期変動額

剰余金の配当 △1,468 △1,468

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,506 7,506

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 6,038 △0 6,037

当期末残高 7,947 9,609 61,710 △61 79,206

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 117 3,944 △83 3,978 53 77,200

当期変動額

剰余金の配当 △1,468

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,506

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

104 1,109 71 1,285 0 1,285

当期変動額合計 104 1,109 71 1,285 0 7,323

当期末残高 222 5,053 △11 5,264 53 84,524

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当連結会計年度
(自　2023年１月１日

　至　2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 7,298 10,317

減価償却費 3,153 3,375

減損損失 － 120

持分法による投資損益（△は益） △158 △304

退職給付に係る資産又は負債の増減額 △43 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 152 △16

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 83 △80

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △45

受取利息及び受取配当金 △159 △159

支払利息 33 25

為替差損益（△は益） △324 △385

固定資産売却損益（△は益） △10 △86

固定資産除却損 112 215

売上債権の増減額（△は増加） △2,021 △459

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,959 △2,883

仕入債務の増減額（△は減少） △127 △65

その他 1,131 △692

小計 7,150 8,871

利息及び配当金の受取額 201 249

利息の支払額 △34 △24

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,692 △2,879

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,625 6,216

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △8,334 △5,722

定期預金の払戻による収入 7,722 8,018

有形固定資産の取得による支出 △4,219 △4,698

有形固定資産の売却による収入 13 108

無形固定資産の取得による支出 △91 △276

関係会社株式の取得による支出 △269 －

その他 △76 △123

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,253 △2,693

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 101 △297

長期借入金の返済による支出 △34 △9

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △190 △191

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,259 △1,467

非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,388 △1,970

現金及び現金同等物に係る換算差額 320 276

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △696 1,828

現金及び現金同等物の期首残高 12,470 11,773

現金及び現金同等物の期末残高 11,773 13,601

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　11社

連結子会社の名称

東炭化工株式会社

大和田カーボン工業株式会社

TOYO TANSO USA, INC.

TOYO TANSO EUROPE S.P.A.

TOYO TANSO FRANCE S.A.

GTD GRAPHIT TECHNOLOGIE GMBH

上海東洋炭素有限公司

上海東洋炭素工業有限公司

東洋炭素（浙江）有限公司

成都東洋炭素工業有限公司

精工碳素股份有限公司

(2）非連結子会社の名称等

非連結子会社

TOYO TANSO KOREA CO.,LTD.

TOYO TANSO (THAILAND) CO.,LTD.

TOYO TANSO SINGAPORE PTE. LTD.

TOYO TANSO MEXICO S.A. DE C.V.

PT. TOYO TANSO INDONESIA

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社については、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見

合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　2社

会社名

ATNグラファイト・テクノロジー株式会社

上海永信東洋炭素有限公司

(2）非連結子会社については、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定については持分法

を適用せず原価法により評価しております。

持分法を適用していない非連結子会社は、TOYO TANSO KOREA CO.,LTD.、TOYO TANSO (THAILAND) 

CO.,LTD.、TOYO TANSO SINGAPORE PTE. LTD.、TOYO TANSO MEXICO S.A. DE C.V.およびPT. TOYO TANSO 

INDONESIAの５社であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．有価証券

(a）子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

(b）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ｂ．デリバティブ

時価法

ｃ．棚卸資産

(a）商品、原材料

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

(b）製品、仕掛品、半製品

主として個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

(c）貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　４～９年

ｂ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ｃ．リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

ａ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

ｃ．役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

ｂ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、発生の翌連結会計年度で一括費用処理することとしております。

ｃ．小規模企業等における簡便法の採用

なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

当企業グループは、主に等方性黒鉛材料を素材として、高機能分野におけるカーボン製品の製造、加工お

よび販売を行っており、顧客との契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。

これらの製品等の販売については、当企業グループが約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した

一時点において履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に基づく販売価格により、収益を認識してお

ります。国内販売については、出荷時から製品等の支配が顧客に移転される時までの期間が、国内における

出荷および配送に要する日数に照らして合理的であると考えられる日数であることから、「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」第98項を適用し、出荷時点において収益を認識しております。輸出販売において

は、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で履行義務が充足さ

れると判断し、当該時点において収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産および負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益お

よび費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分および為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上しております。
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用途 種類 会社名 場所 減損損失

遊休資産 機械装置及び運搬具 東洋炭素株式会社
萩原工場

（香川県観音寺市）
71

事業用資産

機械装置及び運搬具

建設仮勘定

有形固定資産（その他）

GTD GRAPHIT 

TECHNOLOGIE GMBH

ドイツ

ランゲンス市
48

（連結損益計算書関係）

※１．減損損失

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

当連結会計年度において、当企業グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産

(2) 減損損失の認識に至った経緯

東洋炭素株式会社の萩原工場の一部の設備については、市場環境の変化により、遊休状態にあり、回

収可能価額が帳簿価額を下回ったことから減損損失を認識しております。

GTD GRAPHIT TECHNOLOGIE GMBHについては、市場環境の変化により、回収可能価額が帳簿価額を下回

ったことから減損損失を認識しております。

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの金額の内訳

機械装置及び運搬具　　　 79百万円

建設仮勘定　　　　　　　 36百万円

有形固定資産（その他）　　4百万円

(4) グルーピングの方法

当社については、独立してキャッシュ・フローを生み出し、継続的な収支の把握がなされるものを最

小単位として資産のグルーピングを行っておりますが、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピ

ングを行っております。

GTD GRAPHIT TECHNOLOGIE GMBHについては、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

にて資産のグルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法

当社およびGTD GRAPHIT TECHNOLOGIE GMBHの事業用資産については、回収可能価額は主に使用価値に

より算定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能

価額をゼロとして算定しております。

※２．操業停止による損失

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

上海東洋炭素有限公司および上海東洋炭素工業有限公司において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

を背景とした現地政府等の要請に基づき、一部の生産拠点の操業を停止した期間の人件費および減価償却費

を特別損失に計上しております。

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主にカーボン製品の生産および販売を行っており、国内においては当社および国内子会社が、海

外においては米国、欧州、アジアの各地域を現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ

独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「米国」、「欧州」および「アジア」の４つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。
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（単位：百万円）

報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務

諸表計上額

(注)２日本 米国 欧州 アジア 計

売上高

一時点で移転される財 22,761 3,382 3,708 13,922 43,774 － 43,774

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
22,761 3,382 3,708 13,922 43,774 － 43,774

外部顧客への売上高 22,761 3,382 3,708 13,922 43,774 － 43,774

セグメント間の内部売

上高又は振替高
8,248 39 － 159 8,448 △8,448 －

計 31,010 3,422 3,708 14,082 52,222 △8,448 43,774

セグメント利益 6,435 91 35 1,075 7,638 △971 6,667

セグメント資産 73,949 3,768 3,928 22,629 104,276 △14,843 89,432

その他の項目

減価償却費 2,493 81 153 425 3,153 － 3,153

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
2,067 472 198 230 2,968 － 2,968

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情

報

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去によるも

のです。

（2）セグメント資産の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去によるも

のです。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務

諸表計上額

(注)２日本 米国 欧州 アジア 計

売上高

一時点で移転される財 25,736 4,187 4,881 14,446 49,251 － 49,251

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
25,736 4,187 4,881 14,446 49,251 － 49,251

外部顧客への売上高 25,736 4,187 4,881 14,446 49,251 － 49,251

セグメント間の内部売

上高又は振替高
9,339 87 － 176 9,603 △9,603 －

計 35,076 4,274 4,881 14,623 58,855 △9,603 49,251

セグメント利益 8,238 43 42 966 9,290 △7 9,283

セグメント資産 80,562 5,532 5,402 23,142 114,640 △18,027 96,612

その他の項目

減価償却費 2,590 152 180 452 3,375 － 3,375

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
2,807 1,363 770 614 5,555 － 5,555

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去によるも

のです。

（2）セグメント資産の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去によるも

のです。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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日本 北米 欧州 アジア その他 計

うち中国

売上高 18,254 3,552 3,911 17,810 13,021 244 43,774

割合（％） 41.7 8.1 8.9 40.7 29.7 0.6 100.0

日本 米国 欧州
アジア

計
うち中国

24,483 932 1,420 4,301 3,440 31,138

【関連情報】

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社および連結子会社の事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業であるため、記載を省略

しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。

２．各区分に属する主な国または地域

（1）北米………米国

（2）欧州………フランス、ドイツ、イタリア

（3）アジア……中国、台湾、韓国

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略

しております。
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日本 北米 欧州 アジア その他 計

うち中国

売上高 21,523 4,332 5,268 17,921 13,355 205 49,251

割合（％） 43.7 8.8 10.7 36.4 27.1 0.4 100.0

日本 米国 欧州
アジア

計
うち中国

24,280 2,216 2,122 4,624 3,683 33,243

日本 米国 欧州 アジア 合計

減損損失 － － － － －

日本 米国 欧州 アジア 合計

減損損失 71 － 48 － 120

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社および連結子会社の事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業であるため、記載を省略

しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。

２．各区分に属する主な国または地域

（1）北米………米国

（2）欧州………フランス、ドイツ、イタリア

（3）アジア……中国、台湾、韓国

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略

しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（単位：百万円）

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

（単位：百万円）

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

当連結会計年度
（自　2023年１月１日

至　2023年12月31日）

１株当たり純資産額 3,678.50円 4,027.70円

１株当たり当期純利益 247.08円 357.91円

前連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

当連結会計年度
（自　2023年１月１日

至　2023年12月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 5,181 7,506

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
5,181 7,506

普通株式の期中平均株式数（株） 20,972,528 20,972,467

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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2022年12月期 2023年12月期

品　目 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ
年度
合計

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ
年度
合計

特殊黒鉛製品 4,638 5,286 5,098 5,593 20,617 5,738 6,244 5,091 5,451 22,526

一般カーボン製品※２

（機械用カーボン分野）
951 1,044 1,016 1,022 4,034 1,064 965 997 808 3,837

一般カーボン製品

（電気用カーボン分野）
1,083 1,175 1,011 1,002 4,273 958 1,206 1,112 1,221 4,500

複合材その他製品 3,034 3,092 3,852 3,752 13,732 3,393 3,848 3,834 4,063 15,140

合　計 9,708 10,599 10,978 11,371 42,657 11,155 12,266 11,036 11,545 46,003

2022年12月期 2023年12月期

品　目 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

特殊黒鉛製品 5,249 6,215 6,438 6,728 7,197 7,887 7,401 7,084

一般カーボン製品※２

（機械用カーボン分野）
830 979 1,012 964 1,053 1,025 1,016 804

一般カーボン製品

（電気用カーボン分野）
993 1,108 848 802 777 838 775 813

複合材その他製品 4,854 5,255 5,940 5,995 6,949 7,260 7,908 7,926

合　計 11,927 13,559 14,239 14,490 15,978 17,011 17,102 16,628

４．その他

（１）品目別の受注及び販売状況

①受注金額

（単位：百万円）

（注）１．前四半期以前に外貨建てで受注したもので、当四半期中の為替相場の変動による差異については、当四

半期受注金額に含めております。

※２．一般カーボン製品（機械用カーボン分野）には内示による受注を含めております。

②受注残高

（単位：百万円）

（注）１．前四半期以前に外貨建てで受注したもので、当四半期中の為替相場の変動による差異については、当四

半期受注残高に含めております。

※２．一般カーボン製品（機械用カーボン分野）には内示による受注を含めております。
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2022年12月期 2023年12月期

品　目 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ
年度
合計

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ
年度
合計

特殊黒鉛製品 4,340 4,801 5,309 5,778 20,230 5,648 6,048 6,133 6,221 24,052

【エレクトロニクス分野】 1,612 1,878 2,114 2,498 8,104 2,429 2,510 2,693 2,951 10,585

【一般産業分野】 2,187 2,284 2,575 2,550 9,598 2,588 2,797 2,816 2,640 10,843

【その他】 540 638 618 729 2,527 630 740 623 629 2,624

一般カーボン製品

（機械用カーボン分野）
926 933 1,012 1,113 3,985 993 1,023 1,036 1,062 4,116

一般カーボン製品

（電気用カーボン分野）
1,371 1,092 1,283 1,075 4,823 957 1,145 1,169 1,185 4,457

複合材その他製品 2,656 2,770 3,228 3,110 11,765 3,137 3,608 3,263 4,121 14,129

【主要３製品】 2,241 2,328 2,742 2,632 9,944 2,702 3,100 2,793 3,620 12,215

【その他製品】 414 441 485 478 1,820 435 507 469 501 1,913

商品 611 789 901 667 2,969 567 581 685 659 2,494

合　計 9,906 10,386 11,735 11,746 43,774 11,304 12,407 12,288 13,250 49,251

③品目別販売実績

（単位：百万円）

（２）概況

特殊黒鉛製品

エレクトロニクス分野におきましては、単結晶シリコン製造用は下期において小幅な販売減となったものの上

期の大幅な販売増が奏功し前期比増となり、SiC半導体向けの化合物半導体製造用は大きく伸長しました。ま

た、太陽電池製造用は高付加価値品にフォーカスした選別受注を推進する中、底堅い需要に支えられ前期比増と

なった結果、当分野の売上高は前期比30.6％増となりました。

一般産業分野は、連続鋳造用や工業炉用等の冶金用に加え、放電加工電極が堅調に推移したこと等により、前

期比13.0％増となりました。

これらの結果、特殊黒鉛製品全体としては、前期比18.9％増となりました。

一般カーボン製品

機械用カーボン分野は、主力の軸受・シールリング等が堅調に推移したこと等により、前期比3.3％増となり

ました。

電気用カーボン分野は、顧客の生産調整により家電・電動工具向けの小型モーター用の需要が減少したこと等

により、前期比7.6％減となりました。

これらの結果、一般カーボン製品全体としては、前期比2.7％減となりました。

複合材その他製品

SiC（炭化ケイ素）コーティング黒鉛製品は、SiC半導体向けが大幅に伸長したほか、シリコン半導体向け等も

底堅く推移したこと等により、前期を大きく上回りました。C/Cコンポジット製品は、工業炉用の需要が増加し

たこと等により、前期を上回りました。また、黒鉛シート製品は、主力の自動車用、半導体用および冶金用がい

ずれも底堅く推移したこと等により、前期並みの水準となりました。

これらの結果、主要３製品は前期比22.8％増となり、複合材その他製品全体としては、前期比20.1％増となり

ました。
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